
言渡 平成21年4月17日

交付 平成21年4月17日

裁判所誉記官

平成 20年 (行コ)第 ]63号  損 害賠償請求命令控訴事件

‐
     (原 害 '奈良地方裁判所平成 19年 (行ツ)第 6号 )

口頭弁論終結日 平 成 21年 2月 6日

判          決

奈良市二条大路高上J~目1番 1号

推 訴  人 奈 良 市 長

藤 原  昭・

)

上記 訴訟代 理 人弁護 士   出   中   幹   夫

奈良市

校 挫 訴 人

奈良市

校 控 訴 人

奈良市

被 控 訴 人

上記 S名 訴訟代理人弁護士   峯    田    勝    次

相   良    博    美
, )                  1判ヤ
            同      卜       石    川    量    堂

同             島        由  美  子

同             三    村    英    子

同             高    橋    和    宏

1 本 件控訴を率却するめ

2 控 訴費用は控訴人の負担とする。

事 実  及  び  理  由

第 1 控 訴の趣旨

主
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1 原 判決中〕控訴人敗訴部分を取りV肖す。

2 被 控訴人らの請求を菜却する。

第 2 事 彙の概要

1 本 件は,奈 良市内に住所を有する被控訴人らが,奈 良市公共工事に関する競

争‐入札において,入 札業者問で談合が行われたために奈良市が狽害を被つたと

主張 してら挫訴人に対 し,地 方白治法 242条 の 2第 1項 4号 に昼づき,原 半J

決添付別表 2の 番号 1な いし31記 栽の各落札者 (相手方)に ,同 養の 「損害

額」棚記裁の損害賠償を請求するよう求めた住民訴訟である。

原林は,被 控訴人らの請求を,原 判決添付別表 1の 「認容額」欄記載の限度

で認容したので,雄 訴人が控訴した。

2 争 いのない事実                |

原判決 2頁 13行 日及び日 16・ 17行 日の各 「制限付き
一般競争入札」を

いずれも 「制限付き
一般競争入札ないし指名競争入札」と改め,同 19行 日の

「各業者との間で」の次に F同表の 「契約額」棚記戦の各金額で」を加えるほ

かは,同 「事実及び理由」桐の第 2の 1(同 2頁 13行 目から同3東 24行 日

まで)の とおりであるから,こ れを引用する。

3 争 点及ぴ争点に対する当事者の主張

原半J決の 「事実及び理由」棚の第 2の 2(同 3頁 26行 日から同 5頁 10行

日まで)の とおりであるからぅこれを引用する。

第 3 当 裁半J所の判断

1 認 定事実

原判決 8頁 14行 日の 「97卜 56%」 を 「97_54° /0」と改めるほかは,

同 「事業及び理由」欄の第 3の 1(同 5貢 16行 目から同 9買 12行 日まで)

のとおりであるから,こ 瀬ンを引用する。

2 争 点(1)(談合の事実の有無)に ついて

次のとおり附加・訂正するほかは,原 判決の 「事実及び梨由』欄の第 3の 2
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(同9頁 14行 日から同米行まで)の とおりであるから,こ れを引用する。

(1)同 9頁 14行 日の 「本件各工事に係る各八札においては,」の次に 「落札導

(落札額 (税抜き)を 予定価格で除した数値に100を 乗じて算出した値)

が, 96.55%か ら98_06%と いう高率であるとともに,特 に,」を加

える。

(2)同 19行 目の 「97.56%|を 「97_54%」 と改める。

(3)同 24行 日の 「推認することができる」を 「推認することができ,他 にこ

加ンを覆すに足りる証拠はない。」と改める。

3 争 点(2)(奈長市の損害額)に ついて

次のとおり訂正するほかは,原 判決の 「市実及び理由」桐の第 3の 3(同 1

0頁 2行 日から同11頁 25行 日まで)のとおりであるから,これを引用する。

同10頁 17行 日から同11買 24行 日の 「ウ」までを次のとおり政める。

「 そ こで,奈 良市の被った損害額について検討するに,前 記認定のとおり,

奈良市においては,本 件各工事に係る各入札は事前に予定価格とともに最低

制限価格を公表して行われており,平 成 1呂年 11月 1日から平成 19年 3

月31日 までの間に行われた入札についても革前に予定価格とともに最低制

限価格を公表して行われた結果)そ の間に行われた入札については,全 16

S件のうち約 920/。に当たる150件 において落札額が最低制限価格と同額

となつていたことに加え)最 低制限価格に代わつて最低制限基準価格が事前

に公表されることとなった平成 19年 4月 1日から平成20年 】,月11日 ま

での間に行われた全291件 の入札については,落 札率 (落札額 (税抜き)

を最低制限墓控価格で除した数値に100を 乗じて算出した値)の 平均値が

99口 3%で コ落札額が最低制限基準価格より低い金額であり,開 札の除に

くじ引きにより決定される最低制限価格 (最低制限基準価杵の97_0%～

99,9%)イ 」
‐
近に集中していたという事情が存在するのであり, これらに

熙らせば,実 際の落札額から最低待J限価格を差し引き,こ れに消黄税をカロ算

―
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した額が本件の談合行為による損害頌であるとする被控訴人らの主張にもあ

る程度の合理性が認められるところ,こ れに入札価格を形成する諮要因の複

雑 ‐多様性をも考慮すると,本 件における奈良市の損害額は,実 際の落札額

から最低制限価格を差し引き, これに消費税 (5°/6)を加算した金額の7害l

と認めるのが相当である。他にこれを覆すに足りる証拠はない。

イ」

4 結 論

よつて】原判決は相当であるから,本 件控訴を業却することとし,主 文のと

おり判決する。

大阪高等裁判所第 13民 事部

裁判長裁半‖宵  大   谷   正   冷

裁判官  川   谷   道   郎

裁半J官  官   武      康
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これは謄本である。

平成 2 1 年 4 月 1 7 日

大阪 高等裁判所第 1 3民 事部

賛  戸裁判 所 書記 官


